
 
 
 
 
 
1. はじめに 

1） 研究の背景 

近年，環境や社会的弱者

して，路面電車を見直す自

えてきている。その中で，

LRT（Light Rail Transit）

型車両の導入やそれに伴う

る。また，東京都豊島区は平

副都心再生プラン」を発表

検討しはじめている。この

が相次いだ路面電車に再び

見直しだけでなく，新規路

の一環として進めている自

国的に増えてきている。し

事例はまだまだ少なく，各

であるところが多い。 

2）研究の目的 

 本研究では，路面電車路

に，路面電車に関する事業

車路線保有都市の特性を分

新たに計画される，路面電

りの方向性を見出す事を目

は主に路面電車路線保有都

の現状報告である。 

2．調査対象都市・調査方法

1）調査対象都市 

 調査対象都市は，東京を

保有都市計 17 都市を調査

‐1）。 
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２）調査方法 

 各対象都市（1７都市）へ路面電車に関する事

業把握のアンケート調査を行った。 

 アンケート調査は，平成 16 年 6 月に郵送に

よる配布・回収を行い，回収した都市は，15 都

市で回収率は 88.2%となった。

 

            図１調査対象都市 

 

3．アンケート調査内容 

 アンケート項目は，主に①路面電車路線の現

存経緯，②路面電車活用事業，③路面電車と各

都市についての 3 つの内容で，計 23 の質問に

選択方式と記述方式で回答していただいた（表

‐1）。 
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4．アンケート調査の結果 

1）路面電車路線の現存経緯 

現在までに路面電車路線の廃止・縮小の経緯

があると答えた都市は，無回答 1 都市を除き 14

都市中 11 都市となった。 

廃止・縮小の主な理由として「自家用車増加」

を挙げた都市は，11 都市中 8 都市となり最も多

く，続いて「採算性」6 都市「地下鉄等他の交

通機関」2 都市となった。 

現在までに路面電車に関する事業があり，廃

止・縮小経緯のある都市が，路線の完全廃止に

至らなかった理由として最も多かったのは「利

用率がよかった」が 11 都市中 7 都市となり，

続いて「観光資源として利用」3 都市「利便性」

2 都市となった。その他，沿線住民の要望があ

ったためと答えた都市もあった。また，現在に

おいて再び路面電車に注目した 1 番の理由とし

て最も多かったのは「環境・高齢化の社会的背

景」で，11 都市中 9 都市となり，続いて「市街

地の活性化」6 都市，「観光資源等収益性の期待」

5 都市となった。 

これらの結果から，路面電車に注目する背景

には，交通手段としてだけでなく，活性化等へ

の効果の期待も窺えた。そして，現在と廃止・

縮小当時との変更箇所を質問した結果，「運賃」

「沿線施設」の見直しに 3 都市ずつ回答し，「他

の交通機関等周辺との関係」の見直しに 2 都市

回答した（表‐2）。 

2） 路面電車活用事業 

完了・予定・検討中を含めると 15 都市中 14

都市が路面電車に関する事業があると回答した。

そのうち，完了事業は 16 事業，予定事業は 21

事業あり，合計 14 都市で 37 事業あることがわ

かった。また事業主体については， 37 事業中

21 事業が行政であり，10 事業が鉄道会社，2

事業が第 3 セクターという結果になった。 

事業内容をみてみると，超低床車(LRT) 導入

が 7 都市で 13 事業と最も多く，ついで沿線整

表‐1 アンケート項目内容 
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23: 各

：現在までに路面電車の廃止・縮小の経緯が　ある・ない

：廃止・縮小の主な原因・理由

：現在、路面電車（ＬＲＴ）に関する事業がある・ない

4：事業名　項目数を超える場合は欄外にご記入下さい

：事業主体および関連組織について

：事業内容

：事業区域

：事業実施（予定）期間　進行状況

：事業のきっかけ・理由

0：多額の事業にも関わらず、着手・検討を決断した理由　

1：設問10で１）に○又は◎をつけた方のみお答えください
が存在しておらず新規事業の場合でも事業検討・着手をしたか

2：過去に廃止・縮小経緯のある都市のみお答え下さい

存路線が残った理由

2) 再び路面電車に注目した理由

業内容・方針の中で、廃止・縮小当時と変更した箇所

3：事業の目的・期待するもの

4：連動事業を伴う

5：支援事業制度や法律を活用している

6：事業を行うにあたり市民合意形成（アンケートなど）を行った

7：モデルとした都市がある　例：フランス　グルノーブル市

18：事業推進上の問題点

9：設問１８における問題点の原因予測

0：事業の効果（完了事業のみ）目的の達成度

1：今後の検討予定または関心がある・ない

2：市民や行政内からの要望がでたことがある

都道府県にとっての路面電車の価値をどう捉えていますか

備事業が 7 事業，軌道延長が 4 事業という結果

になった。少数事業ではあるがトランジットモ

ール化という都市もあり，実験的試みが行われ

ている。現在，事業の多数が現存路線を活用し

たものだが，中には現存路線を廃止し，新しい

交通システムとしてＬＲＴ導入を検討し始めて

いる都市もある。これらから，路面電車が単に

交通弱者にやさしい交通としての注目だけでな

く，まちづくりとの関係性から見直され始めて

いることが窺える。また，それらの事業のきっ

かけは行政からの提案が 7 都市で 21 事業と最

も多く，市民や市民団体からの提案は 5 事業と

いう結果になった。 

多額の事業にも関わらず着手・検討を決断し

た理由として最も多かったのは「完成後の採算

性・その他相乗効果が見込めたため」の 5 事業

となり，その他の回答が多い結果となった。具

体的にみてみると「特定の施設へのアクセス強

化のため」等，各事業に具体的な着手理由があ

り，生活交通としての必要性を重視した事業着

手であることが窺えた。それに伴い，事業の目

的・期待するものはという質問に対しても「交 
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通弱者の移動利便性の確保」の 10 都市 18 事業

が最も多く，ほとんどの都市が生活交通として

路面電車を注目していることがわかった。一方

で「中心市街地の活性化」8 事業，「観光資源と

しての活用」7 事業が次に続く結果となったこ

とから，事業着手の第 2 の目的として，交通以

外に都市に及ぼす相乗効果を望んでいることが

窺えた。 

各事業に対して，連動事業を伴うかという質

問に対して「伴う」9 事業，「伴わない」14 事

業，「検討中」2 事業となった。具体的に見てみ

ると，沿線整備，延伸事業には連動事業が伴っ

ていることがわかった。 

各事業に対して支援制度や法律を活用してい

るかという質問に対して「路面電車走行空間改

築事業」4 事業，「公共交通移動円滑化設備費整

備補助」3 事業，「鉄道軌道近代化設備費整備補

助」2 事業等回答があった。連動事業を伴うと

答えた都市や，延伸等大きな事業を抱えている

ほとんどの都市は支援制度を活用していること

がわかった。その一方で，事業推進上の問題点

で最も多かったのが「資金の目途がたたない」5

事業で，支援制度を活用していても資金が問題

になっている事業があることがわかった。また，

その他の問題点としては，「市民の理解」「用地

など物理的問題」を挙げた都市もあった。延伸

等大きな事業には，資金・理解のうえで難しい

ことが窺えた。 

事業を行うにあたり市民合意形成（アンケー

トなど）を行ったかという質問に対し「行った」

6 都市，「行わない」4 都市，という結果になっ

た。このうち，市民からの要請があった事業や

延伸・新規路線・沿線整備等大きな事業を計画

している都市が市民合意形成を行っていると答

えた（表‐2）。 

3） 路面電車と各都市 

各都市にとっての路面電車の価値について質

問した結果「交通弱者に対応した交通機関」「環

境負荷を軽減する都市交通」に回答した都市が

9 都市と最も多く，ついで「日常生活に寄与す

る交通機関」8 都市と交通としての価値を挙げ

た都市が多い結果となったが，事業の目的・期

待と同様，交通としての価値の次に「都市の活

性化をもたらす交通機関」7 都市「観光に結び

つくもの」6 都市「都市の知名度」5 都市と交

通意外に路面電車の価値を捉えている都市も多

いことがわかった。このことからも，路面電車

は公共交通としての役割だけでなく，さまざま

な都市への影響が期待されていることが窺えた

（表‐2）。 

5.まとめ 

路面電車路線保有都市に対してアンケート調

査を実施ししたことで，路面電車に関わる都市

の歴史と事業，路面電車の価値の捉え方を把握

することができた。そして，新しい公共交通と

して見直され始めていると共に，都市との関わ

りに影響をもたらす公共交通であることが把握

できた。しかし，各都市固有の都市資質によっ

て，路面電車設置の意義と事業効果が異なるこ

とが予想される。そこで，今後は都市の特性に

関わるデータと比較することで，アンケート結

果の傾向を分析していく。また，海外事例を含

め，都市特性の関わりを検討することで，路面

電車を活用した街づくりの可能性と方向性を示

していきたい。 
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